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第4章 デ ー タ通 信

第1節 概 況

電子計算機等を電気通信回線に接続してデータの伝送と処理 とを一体的に

行 うデータ通信は,こ こ数年来著しい発展を遂げてきたが,昭 和57年 度にお

いても総体 としては順調な発展を示 した。

まず,デ ータ通信回線の利用状況をみると,国 内データ通信回線数は前年

度に比べ19%の 増加 とな った。この うち特定通信回線にあっては,規 格別の

構成比からみれば,ユ ーザがその音声帯域を自由に利用できるD-1規 格が

54%を 占めている。他方,公 衆通信回線にあっては電話型回線の占める割合

が多 く93%を 占めている。また,国 際データ通信回線 も21%増 と大きな伸び

を示した。

次に,デ ータ通信のシステム数については,国 内データ通信システムは,

57年度末現在8,034シ ステムが設置されてお り,対 前年度比12%,863シ ス

テムの増加となった。また,国 際データ通信システムは,57年 度末現在229

システムが設置されており,対 前年度比17%,34シ ステムの増加となって

いる。

データ通信サービスを他人の需要に応じて提供する情報通信事業は,電 電

公社,国 際電電及び民間企業によ り営まれ て い る。我が国の情報通信事業

は,全 米的 ・全世界的なネットワークを形成している米国の情報通信事業に

比べると,事 業規模やネットワーク規模等からみても小規模なものがほとん

どであるが,最 近においては,ネ ットワーク・イソフォメーション ・サービ

ス(NIS)へ 発展 しようとする動きが現われてきている。

データ通信システムのネットワーク化は,社 会活動の高度化 ・効率化,国

民生活の利便の向上に資するものである。57年10月 の公衆電気通信法の一部
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改 正 に よ って,よ り自由な デ ー タ通 信 利 用が で き る こ と とな った た め,ネ ッ

トワー ク化 の 動 きは一 層 促 進 され る もの と考 え られ る。

さ らに,種 々 の デ ー タ通 信 シ ステ ムの 効率 的 な 結 合 を 可 能 とす る付 加 価 値

通 信(VAN)サ ー ビス に つ い て も,民 間 企業 が主 と して 中 小企 業 者 を 対 象 に

サ ー ビス を 提 供 で き る,い わ ゆ る 中小 企 業VAN制 度 が,57年10月,郵 政 省

令 に よ り創 設 され た 。

このほ か 郵 政 省 で は,ネ ッ トワー ク技 術 の高 度 化 に 対応 す るた め52,53年

度 にお い て 異 機 種 コ ン ビ 凸一 タ間 の デ ータ通 信 を 可 能 とす る標 準 プ ロ トコル

(CCNP)を 設 定 した ほか,54年 度 か ら57年 度 ま で プ ロ トコル検 証 シス テ ム

の開 発,デ ータ ベ ー ス利 用 技 術 の 開 発調 査,デ ー タ通 信 向 き言 語 の 開 発 調査

を 実 施 した 。

また,デ ー タベ ー ス は,知 的 資 源 で あ り,良 質 豊 富 な デ ータ ベ ース が 容 易

か つ 安 価 に 利 用 で きる こ とは,科 学技 術,経 済 社 会 等 の発 展 に寄 与 す る もの

と考 え られ るが,現 在,こ の分 野 に お い て我 が 国 と米 国 との間 には 大 きな 格

差 が あ る。 我 が 国 の デ ー タベ ース構 築 と海 外 流 通 を 促 進す るた めに は,デ ー

タ ベ ース の 作 成,必 要 な技 術 開 発 及 び ネ ッ トワー ク化 等 に つ い て,関 係 機 関

が 協 力 して 総 合 的 な 振興 策 を 推 進 す る必 要 が あ る。

ところ で,デ ー タ通 信 の この よ うな発 展 に 伴 い,一 た び 障害,エ ラー,犯

罪 等 が 発 生 した 場 合 に は,そ の 影 響 は 極 め て 重 大 な もの とな る おそ れ が あ

る。 そ こで デ ー タ 通信 ネ ッ ト ワー クの設 計及 び 管 理 に 当た って は,安 全 ・信

頼 性 に 対 す る高 度 の配 慮 が 要 求 され る と ころ であ る。

このた め,郵 政 省 で は,デ ー タ通 信 シス テ ムに お け るデ ー タ の漏 えい,改

ざん,き 損 等 の 防 止 に有 効 な デ ー タ保 護 手法 につ いて 検討 を行 い,ネ ッ トワ

ー ク上 のデ ー タ保 護 に 最 も有 効 な 手 法 と して暗 号 化 手 法 を取 り上 げ,標 準 的

な 利用 手 法 「ミ ックス 方式 」 を57年3月 に 開発 した 。 さ らに,現 在 の技 術 水

準 か ら デ ー タ通 信 ネ ッ トワー クの安 全 ・信頼 性 を 確 保 す る上 で採 る こ とが 望

ま しい措 置 として,「 デ ー タ通 信 ネ ッ トワー ク安 全 ・信 頼 性 基 準」 を 定 め,

57年10月 告 示 した 。
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第2節 デ ータ通信 回線 の利用状況

1国 内デ ータ通信 回線

現在電電公社が提供しているデータ通信回線には,特 定通信回線と公衆通

信回線とがある。特定通信回線はいわばデータ通信用の専用回線であ り,帯

域 ・伝送速度別に利用者が需要に応じた品目を選ぶことができる。公衆通信

回線は加入電話若しくは加入電信回線を利用す る交換網で,48年 度から実際

に利用されている。

このほか,デ ィジタル伝送交換技術を活用 したデ ィジタル ・データ交換網

(DDX)に よるサービスとして,回 線交換サービス(54年12月 開始)及 びパ

ケット交換サービス(55年7月 開始)が ある。

(1)年 度別利用状況

国内データ通信回線の年度別利用状況は,第2-4-1図 及び附属資料第

25表のとお りである。回線総数は57年度末には18万8,967回 線に達 し,対 前

年度比18.5%の 伸びを示 した。

また,デ ータ通信回線は,そ の種類によって伝送速度が異なる。そこで回

線数をその伝送可能速度(b/s)に 乗 じて得られる数を全種類合計した数,つ

まりデータ通信回線の伝送可能 ビット数を推計してみると,57年 度末現在2

億1,713万600b/sで 前年度に比べ21.9%増 加しており,回 線数の伸びを上

回っていることか ら高速回線への需要の大きい ことが うかがえる。

(2)種 類別利用状況

次に,回 線の種類別にその利用状況をみると,第2-4-2図 で示されて

いるように,特 定通信回線が69.4%を 占めている。公衆通信回線では電話型

が93.5%を 占めており,電 信型の占める割合は年々減少している。
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第2-4-1図 国内デー タ通信回線数 及び伝送可能 ビ ット数の

推移
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第2-4-2図 種類 別国内デ ータ通信 回線利用状況

(57年度末)

3,765回 線

(6.5%)

公

衆
通

信

回

線

57,742

回 線

(30.6%)

電 話 型

53,977回 線

(93.5%)

その 他

21,232回 線

(16.1%)

電
信
型

188,967

回線

D-5

十1200
b/5

10ρ87

回線

8.4%

D-1

71,065回 線

(54.2%)

50b/s

27,941回 糸泉

(21.3%)

費鑑

衙
線

131,225

回 線

(69.4%)

(注)内 円の%は,そ れぞれ特定通信回線又は公衆通信回

線の中 に占め る割合である。

な お57年 度末 に お い て,回 線 交 換 サ ー ビス は770回 線,パ ケ ッ ト交 換 サ ー

ビス は758回 線 とな っ て い る(附 属 資 料 第26表 参 照)。

2国 際データ通信 回線

国際電電が提供するデータ通信回線には,特 定通信回線 と国際加入電信回

線を利用する電信型公衆通信回線とがある。
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な お,国 際 電話 網 を 利 用 して 国際 デ ー タ通 信 を 行 い た い とす る要 望 に こた

え るた め,国 内 に おい て電 電 公 社 と公 衆 通信 回線 使 用 契 約 を締 結 してい る利

用 者 が,国 際 電 電 に利 用 登 録 を 行 うこ とに よ り,国 際 通 話 の 公 衆電 気 通 信 設

備(電 気 通 信 回線 や 交 換 設 備 等)を 用い て デ ー タ通 信 等 が行 え る 国際 電 話 型

公 衆 通 信 回線 サ ー ビスを,57年12月 か ら開始 した 。

この ほ か,増 大 す る 国際 間 デ ー タ通 信 の需 要 に こた え るた め,我 が 国 の利

用 老 が外 国 の デ ー タベ ース に ア クセ ス して情 報 検 索 等 を 行 う国 際 コ ン ピ ュー

タ ・ア クセ スサ ー ビス(ICAS)を55年9月 に,ま た パ ケ ッ ト交 換 方 式 に よ り

高 速 ・高 品 質 の デ ータ通 信 を 行 う国 際 公 衆 デ ー タ伝 送 サ ー ビス(VENUS-

P)を57年4月 に 開 始 した が,こ れ らを よ り使 い や す い もの と しユ ーザ の 利

第2-4-3図 国際デ ータ通信回線数及び 伝送可能 ビ ッ ト数

の推移
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便を図るため,58年7月,両 サービスを統合 し,VENUS-Pに 一本化 して

提供 している。

(1)年 度別利用状況

53年 度末か ら57年度末までの間における国際データ通信回線の利用状況は

第2-4-3図 及び附属資料第27表 のとお りである。57年 度末においては,

前年度に比べ,利 用回線総数において21%,伝 送可能 ピット数において33%

増加した。

(2)音 声級回線の利用状況

第2-4-4表 は,音 声級回線の利用状況を示したものである。音声級回

線は,57年 度末では前年度末から18回線増加して108回 線とな った。そのう

ち107回 線は,利 用者が変復調装置を自営で設置している帯域使用である。

分割の状況は,75b/s及 び50b/sへ の分割が多いが,そ れぞれ前年度に比べ

第2-4-4表 音声級回線 の利用状況
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減 少 して お り,代 わ って9,600b/s等 の高 速 の利 用 が増 加 してい る。

音声 級 回線 は数 こそ 少 な い が,伝 送 す るデ ー タ量 は 多 く,そ の 伝 送 可能 ビ

ッ ト数 の 国際 特 定 通 信 回線 全 体 に 占め る割 合 は99%に も達 す る。 利 用 して い

る業 種 は,金 融 業(27回 線),情 報 通 信 業(23回 線),製 造 業(15回 線)が 主

た る もの で あ る。

第3節 デ ータ通 信 シス テ ム

1デ ータ通信 システ ムの種類

データ通信システムは,電 気通信回線 と電子計算機及び端末機器の設置主

体の別により次の三つの形態に分けられる。

① 自営システム

電電公社又は国際電電が提供する電気通信回線に民間企業等が自己の電

子計算機及び端末機器を接続して構成するデータ通信システム

② 公社システム又は会社 システム

電電公社又は国際電電が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算機

及び端末機器を設置し,顧 客にデータ通信サービスを提供するデータ通信

システム

③ 私設システム

民間企業等が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算機及び端末機

器を設置して構成するデータ通信システム

これは,制 度的には有線電気通信法に 基づき設置されて いるもの であっ

て,電 力事業の自動給電 システム,運 輸業の座席予約システム,地 方公共

団体の公害監視システム等がある。

2国 内データ通信 システム

自営システム及び公社システムの48年度以降における各年度末現在のシス
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テ ム数 は,第2-4-5表 の とお りであ り,57年 度 末 に は 全 体 で8,034シ ス

テ ム とな り,対 前 年 度 比12。0%の 増 で あ った 。

(1)自 営 シ ステ ム の 利 用 回線 別 設 置 状 況

自営 シ ス テ ムは,47年 度 末 以 前 に お い て は,す べ て 特 定 通 信 回 線(46年9

月1日 前 は専 用 回 線)を 利 用す る シス テ ムで あ り,公 衆 通 信 回 線 を 利 用 す る

シ ス テ ムは48年 度 に 出 現 した 。 さ らに,デ ィジ タ ル ・デ ー タ交 換 網(DDX)

を 利 用 す る シス テ ムが54年 度 に 出 現 した。57年 度 末 現 在 に お け る 自営 シ ステ

ムの 利 用 回 線 別 設 置 状 況 は 第2-4-6図 の とお りで あ る。

(2)自 営 シ ス テ ム の 対 象 業 務 別 設 置 状 況

自営 シス テ ムの 対 象業 務 別 シス テ ム数 は,第2-4-7表 の と お り で あ

る。

過 去3年 間 を 通 じ,製 造 業者,商 事会 社等 の事 務 管理 を 対 象 とす る も のは

逐 年 増 加 し,57年 度 に お い て は 約68%を 占め て い る。

シ ステ ム数 の 最 も多 い対 象 業 務 は 第2-4-8図 の とお り生 産 ・在 庫 ・販

売 管 理 で あ り,全 体 の 約60%を 占め て い る。

(3)業 種 別 設 置 状 況

自営 シ ステ ムの 業 種 別 シス テ ム数 は,第2-4-9表 の とお りで あ る。 シ

ス テ ム数 の多 い 業 種 は,製 造 業 ・建 設 業,商 業 及 び 金 融 業 で あ って,こ れ ら

の シ ス テ ム数 の合 計 は 全 シ ステ ム数 の 約72%を 占め て い る。 全 シ ステ ム数 に

占め る割 合 の 推 移 を み る と,デ ー タ通 信 の 導 入 が 比較 的 早 期 に 普 及 した 金 融

業 及 び証 券 業 は 逐 年 低 下 し,商 業 は 着 実 に増 加 して い る。

3国 際 データ通信 システム

(1)国 際データ通信システムの設置状況

国際データ通信システムは,電 子計算機の設置場所により次の二つに分け

られる。

1型:我 が国に設置された電子計算機と海外の出先機関の端末とを接続し

たもの。
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第2-4-5表 国内データ通信 システ ムの年度別設置状況
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第2-4-6図 自営システムの利用 回線別設置状況(57年 度末)
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特定 通信 回線 と

公衆通信 回線 と

の併用

1,098シ ステム

(13.8%)

公 衆 通信 回 線 の み

2,670シ ス テム

(33.6%)

7,951

シス テム

特 定 通信 回 線 のみ

3,963シ ス テム

(49.8%)

(注)「 その他 」には,DDXと 特定通信回線,DDXと 公衆通信回線,

DDXと 特定通信回線及 び公衆通信回線 の併用の形態がある。



第2-4-7表 国内 自営 システムの対象業 務別設置状況(1)

区 別

年 度 末

金融業務を
対象とする
もの

現金・為替 ・貸付 ・信託

53

玄ス薮1構 成比

379
%

11.7

54

シ ス テ
ム 数 構成比

494
%

10.7

55

芸ス薮隙 比

521
%

9.o

56

芸ス劃 轍 比

540
%

7.6

57

システ 構成比
ム 数

1

8
バ

1

製造業者,
商事会社等
の生産 ・販

売 ・在 庫等
の事務管理
を対象 とす
るもの

官公庁関係
の業務を対

象 とする も
の

株式取引,
運送管理,
そ の他を対

象 とする も
の

536

37glll・71494il・ ・1521i・ ・1・4・ レ ・1536

%
6.7N

小 計 6.7

生産 ・在庫 ・販売管理

経 営 管 理

そ の 他

1,751

182

179

51.4

5.3

5.3

2,544

[51

220

55.3

3.3

4.8

3,440

166

270

59.2

2,9

4.6

4,212

225

350

59.4

3.2

4.9

4,767

292

332

59.9

3.7

4.2

小 計 巨112161・ ・1・9151…1・8761…1・7871…1・3911…

公 害 監
科 学 技 術
交
そ

通 制
の

視
計 算

御
他

小 計

株 式 取 引
運 送 管 理
科 学 技 術 計 算
メ ッ セ ー ジ 通 信

受 託 計 丁『算
保 険
そ の 他

131

36

91

136

3.8

1.0

2.6

4.0

157

47

101

178

3.4

1.0

2.2

3.9

157

48

106

188

2,7

0.8

1.8

3.3

150

54

109

193

2.1

0,8

1.5

2.7

134

60

108

261

1.7

0.7

1.4
3.3

394・ ・41483レ ・・14991・ ・1・ ・6レll563レ1

21

45

91

18

81

45

217

0,6

1,3

2,6

0.5

2.4

1.3

6.3

28

58

117

31

130

47

295

0.6

1.3

2.6

0.7

2.8

1.0

6.4

24

96

144

46

178

43

380

0.4

1.7

2.5

0.8

3,1

0、7

6.5

28

153

155

100

395

42

389

O.4

2.1

2.2

1.4

5.6

0.6

5,5

27

163

161

123

418

46

523

0.3

2.0

2,0

1.6

5.3

0.6

6.6

小 計 518il・ ・1・ ・611・ ・Iglll1・ ・ 巨262レ ・ ・1・ ・461レ ・・

合 計
i…311。 ・。1・598巨 …1…711・ ・。匡 。95レ …1・951il…
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国内 自営 システムの対 象業務別設置状況(2)

(57年度末)

そ の他

28.1%

生産 ・在 庫 ・

販 売 管理

59.9%

受託計算

5,3% 金 融

6.7%

■型:外 国に 設 置 され た電 子 計 算 機 と国 内 の端 末 とを 接続 し,シ ステ ムの

一 部 を構 成 して い る もの
。

第2-4-10表 は,シ ス テ ムの 種 類別 設 置 状 況 を示 した もの であ る。57年

度 末 の 設 置 数 は 自営 シ ス テ ム223(1型176,H型47),会 社 シ ステ ム6,合

計229シ ス テ ム で あ り,前 年 度 に比 べ て34シ ステ ム(17%)増 加 した 。

な お,私 設 シス テ ムは な い。

(2)対 象 業務 別 設 置 状 況

自営 シス テ ム の対 象 業 務 別 設置 状 況 は,第2-4-11表 に示 す とお りで あ

る。 全223シ ス テ ムの うち179シ ス テ ムが メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ン グ シス テ

ム であ り,約80%を 占め て い る。

デ ー タの処 理 を行 う残 り44シ ス テ ムの 内訳 は,次 の とお りで あ る。

生 産 ・在庫 ・販 売管 理 の デ ー タ処 理 シ ステ ム

情 報 処理 ・検 索 シ ス テ ム

金 融 業 務 の デ ー タ処 理 シス テ ム

座 席 ・ホ テ ル予 約 シ ステ ム

運 送 管 理 の デ ー タ処 理 シ ステ ム

12

10

8

6

3



第2-4-9表 国内 自営 システムの業種別設置状況

区 別

年 度 末

製 造 業 ・建 設 業

商

金

証

保

運

融

券

険

輸

業

業

業

業

業

電 気 ・ガ ス 事 業

通信 ・出版 ・サー ビス業

倉 庫 ・不 動 産 業

情 報 通 信 事 業 ・
ソ フ ト ウ ェ ア 業

政 府

地 方 公 共 団 体

国

法

そ

立 大 学

人 団 体

の 他

合 計

53

システム数

1,319

669

399

19

44

88

20

151

45

211

76

253

45

62

2

3,403

構成比

%
38.8

19.7

11.7

0.6

1.3

2.6

0.6

4.4

1.3

6.2

2。2

7。4

1.3

1.8

0.1

100。0

54

シ ステ ム数

1,758

983

494

23

47

120

30

203

67

294

86

308

53

118

14

4,598

構成比

%

38.2

21.4

10.7

0.5

LO

2。6

0.6

4.4

L5

6.4

1.9

6.7

1.2

2.6

0.3

100。0

55

シ ス テ ム数

2,246

1,463

521

28

43

153

25

283

85

341

101

318

48

136

16

5,807

構成比

%

38.7

25.2

9。0

0。5

0.7

2.6

0。4

4。9

1.5

5.9

L7

5.5

0.8

2。3

0.3

100.0

56

シ ス テ ム数

2,674

1,902

570

36

42

217

36

361

111

419

107

369

62

169

20

7,095

構成比

%

37.7

26.8

8.0

0。5

0.6

3.0

0.5

5.l

l.6

5.9

1.5

5.2

0.9

2.4

0.3

100.0

57

【

8
ら

1

シ ステ ム数

2,966

2,191

579

36

46

239

31

402

131

462

112

391

78

263

24

7,951

構成比
N

%

37.3

27.6

7.3

0・4i峯

0.6

3。0

0.4

5.1

1.6

5.8

1。4

4.9

1.0

3。3

0.3

100.0
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国際データ通信システムの設置状況

システムの種類

年度末
53 54 55 56 57

自営 システム

1型1 481 791 1151149レ76

H型 321 371 351 ・・1 47

小 計1 80 ll61 15・1 18gl223
会 社 シ ス テ ・1 4 5 ・i ・1 6

計 8411211 ・561 195i22・

第2-4-11表 国際 自営システムの対象業務別設置状況試
メ ッ セ ー ジ 。 ス イ ッチ ソ グ

デ ー タ 処 理

53 54 55

59(42)1・ ・(73)レ23(1・7)

56 57

153(141)1179(167)
8(3) ・(・)114(・)21(・)128(・)

座 席 ・ホ テ ル 予 約 「 ・(・)1・(・)1・(・)1・(1)1・(1)

情 報 通 信 サ ー ピ 刈 ・(1)1・(1) ・(1)}1・(1)ll。(1)

計 ・・(・・)lll6(79)115・(115)1189(149)レ23(176)

(注)()内 は,1型 シス テ ムの再 掲 で あ る。

証 券 業 務 の デ ー タ処 理 システ ム3

気 象 デ ー タ編 集 シ ス テ ム2

(3)業 種 別 設 置 状 況

第2-4-12表 は,自 営 シ ス テ ム の業 種 別設 置 状 況 を 示 した もの であ る。

57年 度 末 に お い て は,製 造業(67シ ステ ム,30%),金 融 業(53シ ス テ ム,

24%),商 業(40シ ス テ ム,18%),運 輸 業(32シ ス テ ム,14%)が 多 く,全

223シ ス テ ム 中 この4老 で約86%を 占 め てい る。

製 造業 の67シ ス テ ムの うち13シ ス テ ムは,米 国 に電 子 計 算 機 が 設 置 され て

い る外 国企 業 の シス テ ム であ る。 商 業 の40シ ステ ムの うち37シ ステ ムは,我

が 国の 商 事 会社 の シ ステ ムで あ り,海 外 の支 店,営 業 所 との間 に グ ローバ ル
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第2-4-12表 国際自営システムの業種別設置状況ば
製 造 業

金 融 業

商 業

運 輸 業

情 報 通 信 事 業 ・
ソ フ ト ウ_ア 業

通信 ・出版 ・サー ビス業

証 券 業

政 府

計

53

23(ll)

13(9)

i6(13)

15(9)

6(1)

3(1)

1(1)

3(3)

80(48)

54

33(18)

22(18)

25(22)

18(13)

9(1)

3(1)

3(3)

3(3)

116(79)

55

48(33)

31(27)

30(27)

24(19)

7(1)

3(1)

4(4)

3(3)

150(115)

56

54(41)

47(39)

32(31)

29(22)

11(1)

7(6)

5(5)

4(4)

189(149)

57

67(54)

53(43)

40(37)

32(24)

11(1)

8(7)

8(6)

4(4)

223(176)

(注)()内 は,1型 シ ス テ ムの 再 掲 で あ る。

な シス テ ム を構 成 して,販 売 情 報 の収 集,販 売 指 示,海 外 か ら の商 品 照 会 等

の メ ッセ ージ ・ス イ ッチ ソ グを 行 って い る。

運 輸 業 の32シ ス テ ムは,航 空 会 社,海 運 会 社 の シ ステ ム であ り,6シ ステ

ムが 航 空 座 席 予 約 シ ステ ムで あ る。

第4節 情報通信事業

1電 電公社の惰報通信事業

(1)デ ータ通信設備サービスの種類

データ通信設備サービスは,電 電公社が電気通信回線及びこれに接続する

電子計算機等からなる電気通信設備を一体 として設置 し,利 用者にサービス

を提供するもので,こ の種類は第2-4-13表 のとお りである。

公衆データ通信サービスは,電 電公社があらかじめ用意したシステムを共

同利用するいわば レデ ィメイ ド型サービスであ り,「販売在庫管理システム
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データ通信設備サー ビスの種類

区 別 サ ー ビ ス の 種 類

公衆 データ通信サ ー ビス
販売在庫管理 システムサ ービス(DRESS)

科学技 術計算システムサ ービス(DEMOS-E)

各種デ ータ通信サー ビス
1樋 ・・テ・サー ビ・

サ ー ビス」 及 び 「科 学 技 術 計 算 シス テ ムサ ー ビス」 が あ る(な お,58年8月

に は これ ら二 つ のサ ー ビス の ネ ッ トワー クは 統 合 され,新 た に 「公 衆 デ ー タ

通 信 サ ー ビス」 として 提 供 され る こ と とな った 。)。

各種 デ ー タ通 信 サ ー ビス は,電 電 公 社 が ユ ーザ の 求 め に よ りそ の 対 象業 務

に 応 じた サ ー ビスを 提 供す る いわ ば オ ー ダメ イ ド型 サ ー ビス で あ り,「 運 輸

省 自動 車 登 録 検 査 シ ステ ム」,「全 国銀 行 為替 シス テ ム」,「気 象 庁地 域気 象 観

測 シス テ ム」 等 が そ の 例 で あ る 。

(2)公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス

ア.販 売 在 庫 管 理 シス テ ムサ ー ビス(DRESS)

販 売在 庫 管 理 シ ステ ムサ ー ピス は,販 売 管 理 ・在 庫 管理 に必 要 な 各 種 伝票

の 作成,フ ァイ ル の更 新,管 理 資料 の作 成 等 の処 理 が で きる サ ー ビス と し

て,45年9月 東 京 で 開 始 され て 以来,57年 度 末 現在 にお い て ユ ーザ 数1,280,

端 末 数5,929と な っ てい る。

57年 度 末現 在 にお け るサ ー ビス の 提供 状 況 は,第2-4-14表 の とお りで

第2-4-14表 販売在庫 管理 システムザー ビスの提供状況

(57年度末現在)

セ ン タ(12)

サ ブセ ンタ(57)

札 幌,仙 台,東 京H,東 京 皿,横 浜,名 古 屋H,名 古 屋 皿,大 阪

皿,広 島,福 岡 ■,大 阪IV,名 古 屋IV

釧 路,帯 広,旭 川,函 館,青 森,八 戸,秋 田,盛 岡,山 形,福 島,

郡 山,宇 都 宮,水 戸,前 橋,浦 和,甲 府,千 葉,静 岡,浜 松,沼

津,四 日市,豊 橋,新 潟,長 野,松 本,長 岡,富 山,金 沢,福 井,

岐阜,一 宮,京 都,神 戸,姫 路,八 尾,和 歌 山,倉 敷,岡 山,福

山,鳥 取,松 江,徳 山,下 関,高 松,徳 島,松 山,高 知,北 九 州,

大 分,佐 賀,佐 世 保,久 留 米,長 崎,熊 本,宮 崎,鹿 児 島,那 覇
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あ る。

57年 度 末 現在 に お け る販 売 在 庫 管 理 シ ステ ムサ ー ピス の 利 用 状 況 を ユ ーザ

数,端 末数 及 び1ユ ーザ 当 た りの 平均 端 末数 で み る と第2-4-15表 の とお

りで あ り,前 年 度 に 比 べ て ユ ーザ 数 は約10%,端 末 数 は 約1%減 少 して お

り,1ユ ー ザ当 た りの 平均 端 末数 は4.6台 であ る。

こ のサ ー ビス の ユ ーザ の業 種 別 構 成 の概 略 は,第2-4-16図 の とお りで

あ り,商 業48%,製 造業 ・建 設 業36%と,こ れ らで 全 体 の84%を 占 め て い

る。

第2-4-15表 販 売在庫 管理システムサービスの利 用状況訳
ユ ザ 数

端 末 数

1ユ ーザ当た りの平均端末数

53

1,279

3,758

2.9

54

1,400

4,164

3.0

55

1,458

5,679

3.9

56

1,422

6,008

4.2

57

1,280

5,929

4.6

対 前年度
比

90,0%

98.7

第2-4-16図 販 売在庫 管理 システムサー

ビスのユー ザの業種別内 訳

(57年度末現在)

その他

ヱ6%

製造業 ・

建設業

36%

・エーザ 総 数 商 業

1,28048% .

ユ ーザ
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次 に,ユ ーザ の 資 本金,従 業 員 別 事 業 規模 に つ いて み る と,資 本金 にお い

て は5千 万 円未 満 の 企業 が62%を 占め,従 業 員数 にお い て は100人 未 満 の 企

業 が64%を 占め て お り,販 売 在 庫 管 理 シス テ ムサ ー ビスが 中小 企業 を中 心 に

利 用 され て い る こ とを示 して い るが,自 営 シス テ ム と の接 続,1ユ ーザ 当 た

りの端 末 数 の増 加 等 内 容 的変 化 が 著 し くな って き て い る。

イ.科 学 技 術 計 算 シス テ ムサ ー ビス(DEMOS-E)

科 学 技 術 計 算 シス テ ムサ ー ビス は,高 度 な技 術 計 算 や経 営科 学 計 算 が で き

る我 が 国初 の 商 用TSSと して,46年3月 東 京 で 開 始 され て 以来1順調 な 伸 び

を示 し,57年 度 末現 在 にお い て ユ ーザ 数2,504,端 末 数3,544と な っ て い

る 。

48年 度 に は,電 電 公 社 が 国 産 メ ーカ3社 と共 同開 発 した 高 性 能 の 超 大型 電

子 計 算 機 で あ るDIPS-1を 利用 した 科 学 技術 計 算 シス テ ムサ ー ビス(DEM

OS-E)が 開始 され た 。

57年 度 末現 在 にお け るサ ー ビス の提 供 状 況 は,第2-4-17表 の とお りで

あ る。

57年 度 末現 在 に お け る科 学技 術 計 算 シ ステ ムサ ー ビスの 利 用 状 況 を ユ ーザ

数,端 末数 及 び1ユ ーザ 当 た りの平 均 端 末 数 で み る と,第2-4-18表 の と

お りで あ り,前 年 度 に 比 べ て ユ ーザ 数 は 約12%,端 末 数 は 約32%い ず れ も増

加 して い る 。1ユ ーザ 当 た りの 平均 端末 数 は,1.4台 とな って い る。

第2-4-17表 科学技術計算 システムサー ビスの提供状況

(57年度末現在)

セ ソ タ(・)1鯨 ・凍 戴 鯨v汰 阪・,大 瓢 福岡

サ プセ ンタ(62)

釧 路,帯 広,旭 川,札 幌,室 蘭,函 館,青 森,盛 岡,秋 田,仙 台,

山 形,福 島,新 潟,長 岡,松 本,長 野,前 橋,千 葉,水 戸,宇 都

宮,浦 和,横 浜,川 崎,相 模 原,立 川,国 分 寺,武 蔵 野三 鷹,静

岡,浜 松,沼 津,名 古 屋,寝 屋 川,四 日市,岐 阜,京 都,神 戸,

堺,西 宮,八 尾,姫 路,和 歌 山,富 山,金 沢,福 井,広 島,岡 山,

倉 敷,松 江,福 山,徳 山,下 関,高 松,徳 島,松 山,高 知,北 九

州,大 分,佐 賀,長 崎,熊 本,宮 崎,鹿 児 島
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この サ ー ビス の ユ ーザ の業 種 別 内訳 は 第2-4-19図 の とお りで あ り,通

信 ・出 版 ・サ ー ビス業59%,製 造 業 ・建 設 業30%と,こ れ らで 全 体 の89%を

占め て い る。

また,ユ ーザ の資 本 金,従 業 員 別 事 業 規 模 に つ い て み る と,資 本 金 に お い

て は1千 万 円未 満 の企 業 が19%を 占 め る 一 方,1億 円 以 上 の 企 業 も28%を 占

め て い る。 同様 に従 業 員 数 に お い て も,25人 未満 の企 業 が33%を 占 め て い る

が,500人 以 上 の企 業 も20%を 占 め てお り,科 学 技 術 計 算 シ ス テ ム サ ー ビス

の ユ ーザ の 両 極 化 現 象 が み られ る 。

第2-4-18表 科学技術計算 システムサー ビスの利用状況謹
ユ ザ 数

端 末 数

1ユ ーザ当た りの平均端末数

53

1,234

1,486

1.2

54

1,460

1,717

1.2

55

1,794

2,107

1,2

56

2,229

2,677

1.2

57

2,504

3,544

1.4

対 前
年度比

112.3
%

132.4

第2-4-19図 科学技術 計算 システムサー

ビスのユー ザの業種別内 訳

(57年度末現在)

その他

11%

製造業 ・

建 設業

30%

ユ ー ザ総 数

・2,504

ユ ーザ

通信 ・出版 ・

サー ビス業

59%
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ウ.サ ー ビス の 統 合

公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス は,こ れ まで,科 学 技 術 計 算 シ ステ ム サ ー ビ ス

(DEMOS-E)及 び 販 売在 庫 管 理 シ ステ ムサ ー ビス(DRESS)の2種 類 の独

立 した サ ー ビス と して提 供 され て きた が,58年8月,こ れ ら二 つ のサ ー ビス

の ネ ッ トワー クを 統合 し,新 た に 「公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス」 と して提 供 す

る こと とし,各 々 の サ ー ビスは,そ れ ぞ れ 第1種 サ ー ビス(DEMOS)及 び

第2種 サ ー ビス(DRESS)と な った 。

これ に よ り,セ ン タの 集 約等 に よ るサ ー ビス の 効率 化 が 期 待 で き るほ か,

第2種 サ ー ビス に 収 容 して い る デ ー タ宅 内設 備(デ ー タ端 末)か ら第1種 サ

ー ビス の デ ー タベ ース が 利 用 で き る よ うに な るな ど新 た な サ ー ビス の提 供 が

可 能 とな った 。

(3)各 種 デ ー タ通 信 シ ス テ ム サ ー ビ ス

57年 度 に お い て は,三 重 県 救 急 医 療 情報 シス テ ム 等5シ ステ ムが 開始 さ

れ,57年 度 末 現 在 に お け る シス テ ム数 は65シ ステ ム とな っ てい る。

各種 デ ー タ通 信 シ ステ ムの 利 用状 況を48年 度 以 降 の 推移 でみ る と,第2-

4-20表 の とお りであ り,シ ス テ ム数 の増 加 と と もに シス テ ム の平 均 規 模 が

年 々拡大 して い る。

また,57年 度 末現 在 に お け る シス テ ム を対 象 業 務 別 に み る と第2-4-21

表 の とお りで あ り,預 金 ・貸 付 け ・為替 等 の金 融 業 務 が 多 く31シ ス テ ム とな

って い るが,そ の全 体 に 占め る割 合 は徐 々 に減 少 して い る 。

2国 際電電の情報通信事業

国際 電 電 は,デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス と して シ ステ ムを ユ ー ザが 共 同利 用

す るい わ ば レデ ィメ イ ド型 の 国際 ナ ー トメ ッ クス サ ー ビス とユ ーザ の求 め に

応 じて そ れ ぞ れ シス テ ム を設 置 しサ ー ビス を提 供 す るい わ ば オ ー ダメ イ ド型

の 個 別 シス テ ムサ ー ビス を提 供 し てい る。

国際 オ ー トメ ックス サ ー ビスは,国 際 電 電 の セ ン タ に設 置 した電 子 計 算 機

に 海 外 及 び 国 内 の端 末 を 結 ぶ電 気 通 信 回線 を 接続 し,同 一 ユ ーザ 間 の メ ッセ



第2-4-20表 各種 データ通信 システムの推移

一 」 ・・i・ ・i・ ・151152[53[・4155i56

1

謹
57b◎1

シ ス テ ム 数 ・・1261・ ・13613gl441521556・165

端 末 数 レ4181・765・491巨851i・46・1・663i・3981・1・ ・281・73・1・434

1シ ステム当た りの平均端末数 …114・ ・114・ ・il6・ ・116・ ・117・218・ ・1・ …121・ ・

N

222.1

第2-4-21表 各種システムサー ビスの対象業務別 内訳試
金 融 業 務

自動 車 登 録 検 査 業 務

座 席 予 約 業 務

税 務 関 係 業 務

信 用 ・購 買 ・販売 業務

気 象 観 測 情 報 業 務

環 境 情 報 業 務

生鮮食料品流通情 報業務

救急医療情報 ・病院情報業務

官 庁 会 計 業 務

保 険 業 務

自 動 遠 隔 検 針 業 務

新 聞 記 事 情 報 業 務

53

望 薮 轍 比

27

1

1

4

2

1

1

1

5

玉

61.3%

2.3

2.3

9.1

4.5

2.3

2.3

2.3

11。4

2.3

54

芸ス薮1轍 比

29

1

1

2

2

1

1

1

12

1

1

559%

Lg

L9

3.9

3.9

1.9

1.9

1.9

23.O

l.9

L9

55

芸ス薮隊 比
29

1

1

2

2

1

1

1

15

1

1

52、8%

1.8

1.8

3.6

3.6

L8

L8

1.8

27.4

1.8

L8

56

芸ス薮隊 比
29

1

1

1

2

1

1

1

20

1

2

4&2%

1.7

L7

L7

3.3

1.7

1.7

1.7

33.3

1。7

3.3

57

芸ス薮隊 比 騨

31

1

1

1

2

1

1

1

21

1

2

1

1

計
144i1…152i1…15511…1・ ・ll…i65

47.7%

1.5

1.5

L5

3.1

1.5

1.5

1.5

32.3

L5

3.L

1.5

1.5

100.0



第4章 デ ータ通信 一243-

一 ジ ・ス ィ ッチ ン グを 行 うサ ー ビスで あ る
。 サ ー ビス 内容 として は,メ ッセ

ー ジ の 中継,通 信 文 の再 送,伝 送 速 度 の 変換 等 の機 能 を持 ち ,端 末 装置 につ

い ては ポ ー リン グ方式 も可 能 で あ る。57年 度 末 の ユ ーザ 数 は22,端 末数 は

218で あ る。 個別 シス テ ムサ ー ビス の 対象 業 務 は,そ れ ぞれ の ユ ーザ の 国 内

本 支 店 と海 外 支店 間等 の メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ン グ及 びデ ー タを 交 換す る も

の であ り,そ の シス テ ム数 は57年 度 末 現 在5シ ス テ ム であ る。

3民 間の情報通信事業

(1)民 間の情報通信事業の実態

ア.企 業 規 模

郵政省が実施した調査によれば,57年12月 末現在,情 報通信事業を行って

いる民間企業の資本金,従 業員数及び年間売上高からみた企業規模は,そ れ

第2-4-22図 民間の情報通信事業者の資本金か らみた企業規模

10～20億 円未満

6社

(3.9%)

5～10億 円

未満

14社

(9.0%)

1～5億 円未満

30社

(19.2%)

5千 万
～1億 円未満

24社

(15.4%)

(57年12月 末 現在)

20億 円以上

3社

(1.9%)

1千 万 円未満

18社

(11.5%)

156社

1～3千 万円未満

36社

(23.1%)

3～5千 万円未満

25社

(16.0%)
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それ 第2-4-22図,第2-4-23図 及 び 第2-4-24図 の とお りで あ る。

1社 当 た りの 平 均 で み る と,資 本金9億5千 万 円,従 業 員 数133人 及 び 年 間

売 上 高19億4千 万 円 とな っ て い る(従 業 員 数 と年 間 売 上 高 は,情 報 処 理 ・情

報 提供 部 門 の もの で あ る 。)。

イ.サ ー ビス シ ス テ ム数

これ らの企 業 のサ ー ビス シス テ ムの 数 は292シ ス テ ムで,1社 平 均1.87シ

ス テ ム とな る。1シ ステ ム の み の企 業 が99社 と,全 体 の63.5%を 占 め て い

る。 また,こ の 中 に は 親 会 社専 用 の シス テ ムが30含 まれ て い る。

第2-4-23図 民問の情報通信事業 者の従業 員数 か らみた企業規模

(57年12月 末現在♪

300～500入 未 満

8社(5.1%)

200～

300人 未 満

15社(9.6%〉

500人以上

9社

(5」%)

100～200人 未 満

35社

(22.5%)

156社

50人 未 満

50社

(32.1%)

50～100人 未 満

39社

(25.0%)

(注)情 報処理,情 報提供部門
におけ る従業員数



第2-4-24図
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民間の情報通信事業者の年 間売上高か らみた企業規模

(57年12月 末現在)

40～50億 円未 満

4社(2.5%)

30～40億 円未 満

9社

(5.8%)

20～30億 円未 満

7社

(4.5%)

50億 円以上

14社

(9ρ%)

10～20億 円未 満

33社

(21.1%)

1億 円未満

14社

(9.0%)

156社

1～5億 円未満

44社

(28.2%)

5～10億 円

未満
31社

(19.9%)

(注)情 報処理,情 報提供 部門 における

年間売上高

ウ.サ ー ビス の 種 類

シス テ ム の適 用 業 務 別 分 類 は第2-4-25表 の とお りで あ るが,そ の 内訳

を み る と専 用 シ ステ ム(こ こで は,特 定 の1ユ ー ザ のみ に 対 してサ ー ビス提

供 を行 って い る シ ステ ムを い う。)が103,共 用 シス テ ム(こ こで は,複 数 の

第2-4-25表 民間の情報通信事業者のシステ ムの適用業務別 分類

(57年12月 末現在)

用 途

シス テ ム数

販売 ・在 庫
管 理 業 務

62

証券取引
業 務

4

銀行業務

14

その他の
特殊業務

70

多 目 的

142

計

292
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ユ ーザ を 対 象 と して サ ー ビス提 供 を行 って い る シス テ ムを い う。)が189含 ま

れ てい る。

エ.サ ー ビス 提 供 地 域

サ ー ビス提 供 地 域 は,第2-4-26表 の とお りで あ る。 全 国的 な シ ス テ ム

は82シ ス テ ムで あ るが,こ の うち15シ ス テ ム は専 用 シス テ ム で あ り,残 り67

シ ステ ムに は,証 券市 場 の 情報 を提 供 す る シ ス テ ム,米 国 に あ る コ ン ピ ュー

タ に接 続 して い る国 際 的 シス テ ム等 が あ る。 地 域 的 な シ ス テ ム は,東 京,大

阪 の大 都 市 を 中 心 と した ものが 多い 。

第2-4-26表 民間の情報通信事業者のサー ビス提供地域

(57年12月 末現在)

サー ビス提供地域 シ ス テ ム 数一
地 域 的 な も の

東 京 地 区

大 阪 〃

名古屋 〃

その 他 の 地 区

69

38

30

145

(注)地 域的 なものにつ いては複数回答

オ.ユ ーザ 数 及 び端 末 数

1シ ス テ ム 当た りの ユ ーザ 数 及 び 端 末 数 の状 況 は,そ れ ぞれ 第2-4-27

図及 び 第2-4-28図 の とお りで あ る。 な お,1シ ステ ム当 た りの 平 均 は,

そ れ ぞれ49.1ユ ーザ 及 び196.4端 末 とな って い る。

(2)中 小企 業VAN事 業 の 現 況

電 気 通 信 技 術 及 び コ ン ピ ュー タ技 術 の 著 しい 発 展 に 対 応 す るた め,公 衆 電

気 通 信 法 の一 部 改 正 に よ りい わ ゆ るデ ー タ通 信 回線 利 用 の 自 由化 が 実施 され

たが,こ れ に併 せ て臨 時 暫 定 措 置 と して,主 と し て中 小 企 業 者 を 対 象 とす る

民 間 企 業 に よ る付 加 価 値 通 信(い わ ゆ る中 小 企 業VAN)サ ー ビス が57年10

月 に 制 度 化 され,届 出 に よ り可 能 とな った 。57年 度 末 現 在,こ の届 出を 行 っ

て 実 際 にサ ー ビス を提 供 し てい るの は,4社4シ ステ ムで あ る。
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第2-4-27図 民間 の 情 報 通 信 事 業 者 の ユ ー ザ数 別 シス テ ム数

(57年12月 末 現在)

100～200社 未 満

10シ ス テム200社 以 上

(3.4%)14シ ス テ ム(4
.8%)

50～ 正00社未満

14シ ス テ ム

(4.8%)

10～50社 未 満

67シ ス テ ム

(22.9%)

292

システム

1社

103シ ス テ ム

(35.3%)

2～10社 未 満

84シ ス テ ム

(28.8%)

第2-4-28図 民間の情報通信事業者の端末数別 システム数

(57年12月 末 現在)

200端 末 以 上

51シ ス テ ム

(17,5%)

100～200
端末未 満
23シ ステ ム

(7.8%)

50～100端 末未 満

34シ ス テム

(11.6%)

292

システム

10端 末 未 満

86シ ス テム

(29.5%)

10～50端 末未 満

98シ ステ ム

(33,6%)
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4シ ス テ ム の 中 で,1シ ステ ム当た りの 中小 企 業 者 等 の数 は 最 高 で14社 と

小 規 模 な もの に とど ま って い る。

な お,こ れ らの シ ス テ ムに お い て は,速 度,コ ー ド,フ ォー マ ッ ト等 の変

換や デ ー タ の蓄 積 等 の付 加 価 値 サ ー ビス が提 供 され て い る。


